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１.法人の概要  
 

１－１ 設置する学校・学科の名称および入学定員と学生数（平成 29 年 5 月 1 日現在） 

 

○ 岐阜医療科学大学（〒501-3892 岐阜県関市市平賀字長峰 795番地の 1） 

学部・学科 入学定員 収容定員 学生数 

大学院保健医療学研究科 ９名 １８名 １７名 

保健科学部 

臨床検査学科 ９０名 ３３０名 ３９５名 

放射線技術学科 ９０名 ３３０名 ３９０名 

看護学科 ９０名 ３３０名 ３７８名 

助産学専攻科 ２０名 ２０名 ２１名 

合 計 ２９９名 １，０２８名 １，２０１名 

 

○ 中日本自動車短期大学（〒505-0077 岐阜県加茂郡坂祝町深萱 1301番地） 

学 科 入学定員 収容定員 学生数 

自動車工学科 ２００名 ４００名 ３３７名 

モータースポーツエンジニア

リング学科 
４０名 １２０名 ８１名 

専攻科 
一級自動車整備専攻 ２０名 ４０名 １２名 

車体整備専攻 ４０名 ４０名 ２１名 

留学生別科 ５０名 ５０名 ３４名 

合 計 ３５０名 ６５０名 ４８５名 

 

 ○ 中日本航空専門学校（〒501-3924 岐阜県関市迫間 1577番地） 

 学 科 入学定員 収容定員 学生数 

航空整備科 １９３名 ５６１名 ５５０名 

航空生産科 ８０名 ２４０名 １６５名 

エアポートサービス科 １００名 ２００名 １５１名 

合 計 ３７３名 １，００１名 ８６６名 
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１－２ 役員・教職員の概要 

 

【役 員】 理事長  山 田  弘 幸 

      理 事  7名（含 理事長、常勤６名） 

        監 事  ２名 

 

   【評議員】 評議員  １７名（常勤１１名） 

 

  【教職員】 短大・大学教員   １１３名 

        専修学校教員     ５２名 

        職    員      ８５名 

 

２．事業の概要 

 

２－１ 当該年度の事業の概要 

 

人口減少と少子高齢化は地方においてより深刻な問題となっています。毎年のように 20 代を中心と

する若者が 10 万人ずつ地方から東京圏に流出し、そのことが更に地域経済の停滞に拍車をかけるとい

う悪循環が生じています。国を挙げて「人口減少克服・地方創生」という課題に取り組む中、とりわけ

地方大学には地（知）の拠点として、地域の自治体や中小企業等と協同し雇用創出や学卒者の地元定着

率の向上等、地域の課題解決に貢献することが強く求められています。本学ではこれまで地域における

高等教育機会の提供や学術研究の振興等の機能を通じ、地域社会における知的・文化的拠点としての役

割を担ってきました。これらの状況を鑑み、本学は地方に位置する教育機関としての社会的責任を改め

て自覚し、本年度も国民や地域社会の期待に応えるよう主体的に取組みました。 

 

【平成 28 年度法人指針】 

１．健全財政化への積極的取組による収支差額の目標達成 

２．戦略的広報の展開による定員数・質の確保 

３．社会ニーズに合致した改組転換の検討・推進 

４．教学改革による差別化 

５．地域連携・産官学連携による学校ブランド化 

６．新たな事業計画の検討 

 

 ２－２ 当該年度の決算の概要 

 

（１）資金収支計算書 

平成 28年度の翌年度繰越支払資金は、4,213,628千円となりました。 
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（予算対比） 

平成 28 年度の翌年度繰越支払資金は、予算（3,985,711 千円）と比較して 227,917 千円多い額

となりました。主な要因は以下のとおりです。 

・法人本部事務所改装工事の工期延長（13,194千円） 

工事が 3月までに完了しなかったため、工事費等の支払いを平成 29年度に繰り越しました。 

・学生食堂運営会社の設立見直し（100,000千円） 

・岐阜医療科学大学新キャンパス賃貸借契約時期の変更（24,000千円） 

新キャンパスの賃貸借契約を平成 29年度に締結することとなったため、保証金の支払いを平成 29年

度に繰り越しました。 

・中日本自動車短期大学の前受金収入減少（32,294千円） 

・中日本自動車短期大学 1号館リニューアル工事の工期延長（32,560千円） 

工事が 3月までに完了しなかったため、工事費等の支払いを平成 29年度に繰り越しました。 

・教育研究経費支出と管理経費支出の予算未達（合計 74,048千円） 

（前年度決算対比） 

翌年度繰越支払資金は、前年度と比較して 246,111千円減少しました。 

平成 28 年度は、中日本航空専門学校の校舎建設の他、高額な施設設備投資をいくつか行いました

が、資金の大半を借入金で賄ったため、翌年度繰越支払資金の減少額は、246,111 千円にとどまりまし

た。 

 

（２）事業活動収支計算書 

平成 28年度の基本金組入前当年度収支差額は、△92,956千円となりました。 

（予算対比） 

平成 28 年度の基本金組入前当年度収支差額は、予算（△178,079 円）と比較して 85,123 千円

増加しました。 

事業活動収入は、ほぼ予算どおりの額でしたが、事業活動支出のうち、教育研究経費と管理経

費が予算を下回った（合計 82,946千円）ことが大きな要因です。 

（前年度決算対比） 

平成 28年度の基本金組入前当年度収支差額（△92,956千円）は、平成 27年度の基本金組入前

当年度収支差額（17,157千円）と比較して大幅に減少しています。 

平成 28 年度決算では、遊休地の処分による処分差額（202,818 千円）を計上しました。この結果、

基本金組入前当年度収支差額がマイナスとなりました。 

（他の学校法人との比較） 

平成 28年度の事業活動収支差額比率 （基本金組入前当年度収支差額÷事業活動収入） は、 

△2.3％です。 

事業活動収支差額比率は、高い方がよいとされています。 

全国平均は大学法人（保健系単一学部）で 13.7％、短期大学法人（理工系単一学科）で△1.3％です。 

※ 全国平均：日本私立学校振興・共済事業団刊『今日の私学財政平成 28 年度版』（平成 27 年度

決算の統計）による。 
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（３）貸借対照表 

（前年度末対比） 

   主な項目の対昨年度増減額は、以下のとおりです。 

資産の部 ： ＋816,327千円 

固定資産 ＋1,058,958千円 中日本航空専門学校校舎建設 

流動資産 △ 242,631千円 現金預金の減少（△246,111千円） 

負債の部： ＋909,283千円 

固定負債  ＋ 991,826千円 中日本航空専門学校校舎建設資金他借り入れ 

流動負債  △  82,543千円 新規借り入れ分一年内返済額増加（＋51,464千円） 

未払金の減少（△51,999千円） 

前受金の減少（△88,701千円）  

純資産の部： △92,956千円 

１号基本金  ＋492,600千円 中日本航空専門学校校舎他組入れ 

4号基本金  △ 30,000千円  

翌年度繰越収支差額 △555,556千円 

 

（４）収益事業会計 

    収益事業（不動産貸付業）では、ほぼ予算どおりの収入を計上しています。しかし、ビルの屋上、外壁

等の大規模修繕工事を実施した結果、7,300千円の損失を計上することとなりました。このため、学校会

計への繰り入れはありません。 

 

２－３  当該年度の主な事業の目的・計画 

 

（１） 岐阜医療科学大学 

    

   大学院保健医療学研究科の開学 

臨床検査学科、放射線技術学科及び看護学科の 3学科の医療科学技術の分野横断的な習得、地

域社会の中で自ら課題を見出すこと、健康の保持、増進を進めるための解決策の研究と実践、高

度医療技術の理論的な理解と医療人としてのコミュニケーション能力の円滑な運用、優れた地域

臨床研究と地域チーム医療の実施及び、そのマネジメント能力を持つ医療人の育成などを目的と

して、大学院保健医療学研究科を 4月に開学いたしました。 

平成 28年度入学者は 9名で入学定員を確保することができました。 

    

保健科学部 各学科の収容定員増について 

     今後、超高齢化社会の進展に伴い、ますます地域保健医療体制の充実が求められる中、より多 

くの高度医療技術者の養成を切望されています。これに応えるため、平成２９年４月から収容 

定員増の学則変更を行い、より多くの高度医療技術者を養成して、地域保健医療の発展に貢献 

します。 
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 平成 29年度 保健科学部 臨床検査学科   入学定員 90名 収容定員 360名 

放射線技術学科 入学定員 90名 収容定員 360名 

看護学科    入学定員 90名 収容定員 360名 

    

教育の質保証 

 

１．国家試験合格率 

各科における国家試験合格率（平成 29年 3月卒業生） 

臨床検査学科   臨床検査技師  ９２．１%(７０名／７６名) 全国平均 ７８．７％  

放射線技術学科  診療放射線技師 ９６．４%(８１名／８４名) 全国平均 ８５．４％  

     看護学科     看護師     ９６．７%(８９名／９２名) 全国平均 ８８．５％  

              保健師     ９６．７%(２９名／３０名) 全国平均 ９０．８％ 

     助産学専攻科   助産師     ９４．４%(１７名／１８名) 全国平均 ９３．０％ 

 

２．退学者の抑制 

退学者率 

 下表の通り保健科学部 1 年生の退学者率が目標値を上回っている。これら理由として、健 

康上の問題やメンタルの問題等勉学以外の理由で退学が目立つようになっており、学業以 

外面についてもさらなる配慮を検討し、対策を講じます。 

 

 

 

 

 

 

きめ細かい教育の実施 

  平成 28 年度は、学校教育法施行規則の改正により、平成 29 年度から策定と公開が義務化され

る 3 つのポリシー「(DP)ディプロマ・ポリシー(卒業認定・学位授与方針)、(CP)カリキュラム・ポ

リシー(教育課程編成・実施の方針)、(AP)アドミッション・ポリシー(入学者受入れ方針)について

検討しました。今後は、DP・CP に基づき、内部質保証システムを機能させ、学部といった策定単

位レベルだけでなく各授業科目のレベルにおいても，各教員が DP や CP を踏まえながら、授業改

善に向けたＰＤＣＡサイクルを機能させて行きます。 

 

１．担任制の継続実施 

各学年複数の教員を配し学生の資質向上のため、勉学・学生生活を含めて、根気強く丁寧な 

対応を持続的に行いました。学生面談を実施（2 回）し、学生に何か変化が見られた場合は速やか

に対応しました。 

 

平成２８年度保健科学部退学の状況　(平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日)

在籍数 退学者数 退学率 在籍数 退学者数 退学率 在籍数 退学者数 退学率 在籍数 退学者数 退学率

１年生 101 4 3.96% 103 6 5.83% 105 0 0.00% 309 10 3.24%

２年生 115 1 0.87% 113 6 5.31% 91 0 0.00% 319 7 2.19%

３年生 105 2 1.90% 95 4 4.21% 91 1 1.10% 291 7 2.41%

４年生 80 0 0.00% 87 0 0.00% 92 0 0.00% 259 0 0.00%

学科計 401 7 1.75% 398 16 4.02% 379 1 0.26% 1178 24 2.04%

臨床検査学科 放射線技術学科 看護学科 保健科学部
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２．授業評価  

学期毎に授業評価を行い、その結果を真摯に受け止め FD活動に活用しました。職位上位者と 

   授業方法を協議しながら改善し、学生の理解度向上に努めました。 

 

３．教育支援センター  

   入学前教育:入試合格者に対して本学作成の基礎学力問題集を配付し、事前に学習するように指示。 

       特に AO・推薦入試合格者については、課題を提出させ添削を実施しました。 

       入学後に基礎学力テストを実施し、その結果については個別指導に活用しています。 

  入学後教育: 5 月～６月にかけて、センター教員により講義の実施およびオフィスアワーを実施

し、理数科目における基礎学力の向上を図りました。 

   国家試験対策:後期の後半から土日おいても、支援センターを開放し、担当教員が当番で指導等に 

        あたる等各学科の対策とは別に実施しました。 

 

研究支援センターの開設 

大学院の開設に伴い、研究支援センターを開設し外部資金獲得や知的財産権の保護など、積極的に

進めました。 

 平成 28年度科研費採択状況(継続含む) 

  基盤研究（C）  ８件  研究費(直接経費)6,500千円 

挑戦的萌芽研究 ２件   研究費(直接経費)  700千円 

  若手研究（B)   １件  研究費(直接経費)1,300千円 

 

教育研究推進のための環境整備 

学生が意欲的に勉学に励むことができるよう、教育研究体制の基盤となるインフラ整備を促進し

ました。 

    平成 28年度主な教育研究用機器の購入 

        保健科学部 臨床検査学科  超音波診断装置     7,106千円 

                      顕微鏡   21台     6,507千円 

              放射線技術学科  超音波診断装置     5,400千円 

                      Ｘ線撮影装置一式    7,560千円 

                      マンモＸ線アナライザー 1,620千円 

              看護学科    保育器         1,576千円 

                                            演習室用棚一式     3,650千円 

                      基礎看護学実習ベッド  2,162千円 

 

（２）中日本自動車短期大学 

 

法人指針に基づき本学における平成 28 年度の基本方針は、１．教育の質保障、２．学生募集の

回復、３．教育改革の推進、４．教育・事務体制改革の推進、５．経費の節減としました。 
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  教育の質保障 

１．国家試験合格率 

国家試験合格率については下記のとおりの結果となりました。 

① 二級整備士資格に関わる技術講習の修了率 94.6％、登録試験合格率 96.9％ 

     ② 一級整備士登録試験（筆記）合格率 50.0％ 

     ③ 自動車車体整備士に関わる技術講習の修了率 100％、登録試験合格率 96.9％ 

２．就職決定率 

     就職決定率 100％を達成しました。 

３．ドロップアウト対策 

面倒見の良い学校として、入学した学生一人ひとりの目標・学力・生活状況等を把握して適切

な学習面や生活面の支援・指導を行い、就学を断念しないようにしました。学生支援センターを

中心によりきめ細かい指導体制を確立しました。 

 

学生募集の回復 

１．就職を切り口にした訴求活動の推進 

自動車整備士の人材不足解消が国家的課題になりつつあることを高校生は勿論のこと、高校教

員、保護者、社会人等へ訴求し、本学の後援会企業である「日本ライン会加盟企業」等の紹介を行

うことにより進学への安心感を与え募集につなげました。また、オープンキャンパスにて就職相

談ブースを新たに設け、受験生に対して就職指導・支援についての理解を深めました。 

 

  ２．産学協同による「オンリーワン教育」の周知 

一昨年度より実施した産学連携の「スーパーＧＴ」参戦によるオンリーワン教育を今年度も前面

に出し、クルマのことならモータースポーツ、カスタマイズをはじめ何でも学べる短大をアピー

ルしました。また、モータースポーツイベントの実施により底辺の拡大を図りＭＳＥ学科入学に

繋げました。 

 

３．きめ細かなフォロー活動の実施 

これまでの募集活動をベースによりきめ細かなフォローを行い、イベント参加者の歩留まりを

高めました。 

① 其々の傾向に即したＤＭ等の実施 

② ＷＥＢからの要項請求の拡大 

③ オープンキャンパス、出前授業のさらなる内容充実等、募集活動の見直し、改善を担当部 

署だけでなく、全学的に取り組みました。特にオープンキャンパスの実施内容については従

来型から脱却し、自由移動型オープンキャンパスを実施し、参加者の満足度が大幅に上昇し

ました。 

 

４．全教職員による高校訪問の実施と各種団体との連携強化 

昨年度に引き続き高校訪問については全教職員が担当者とし実施しました。また、学友会連携、
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企業連携、高大連携、官学連携及び地域連携を促進し社会的認知度を高めました。 

 

  ５．既卒者への募集強化 

大学生や社会人など既卒者への募集強化を図り、入学者の１０％を既卒者が占めることを目標

とし、HP に既卒者向けの内容を充実させました。 

 

６．留学生の確保 

留学生募集については、上海事務所、ベトナムのパシフィック・ランゲージセンターと連携し、

協定校からの受け入れを積極的に行いました。国内の日本語学校開拓、日本語学校をターゲット

としたイベント等の実施によっても募集増を図りました。学内においては、留学生センターでの

情報提供・収集、個別相談を行える体制やアルバイト紹介等の留学生サービスの強化によって満

足度アップを図り、本学留学生を通した留学生確保に繋げました。その結果、自動車工学科で 60

名の入学者を確保する事ができました。 

 

７．中国教育機関合作プロジェクトの推進 

    新疆農業大学、南通職業大学、順徳区中等専業学校、東莞市自動車技術学校との合作プロジェ

クトを推進しました。東莞市との合作は 2017 年 5 月に協議書調印が確実となりました。 

  他の 3 校は協定をすでに交わしており、受入を 2018 年度秋生から行う予定で上海事務所を中心

に募集活動を進めていきます。 

 

教育改革の推進 

   本学が魅力ある自動車短期大学として存続していくために教育改革を推進しました。 

 

１．産学連携プログラムの推進 

「スーパーGT」参戦による産学連携等によるオンリーワン教育の随時見直し・検討。 

 

２．カリキュラム編成及び教科教育内容の随時検討、見直し 

     全学科については随時カリキュラムの見直しを行いました。教科教育内容についてコミュニ

ケーション能力の向上、実習教育の魅力作りを主眼に検討し、国家試験関連科目における通常授

業での国家試験対策の工夫を図りました。留学生別科においては、「自動車工学科」への進学促

進のための日本語能力向上（２級並）の施策を図りました。 

 

３．Ｅ－ラーニングの構築 

登録試験対策として、実技の映像化によるＥ－ラーニングを構築する。これまでの自学自習シ

ステムと併せて本学の教育特色の一つとしました。 

 

４．学力上位者の指導体制の確立 

     学力上位者に対しての満足度を上げるための教科指導体制を構築しました。例えば卒業研究
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指導の実施等。 

 

５．CD 教育の充実と FD・SD 活動の推進 

     建学の精神、教育理念に基づいて人間力教育に重点を置き、就職指導と併せキャリアデザイ

ンとして CD 教育を実施してきました。今後も本学オリジナルの CD 教育の充実、完成を目指

しました。これを FD 活動の中に位置づけ FD 活動をより一層推進するとともに、教育技法の向   

上のための研修等を実施しました。SD 活動については従前の業務について再点検し、改善を

一層進め、学生サービスの向上及び業務の合理化を図りました。 

 

６．留学生指導体制の充実 

    漢字圏以外の国からの入学者に対する指導体制の充実を図りました。 

 

７．教員の担当教科拡大の検討 

    縮小化の教育体制確立のため、現在の受け持ち科目、また、受け持ち実習項目等について関連す

る他科目、他項目を担当することについて検討しました。 

 

８．教育環境整備 

    創立５０周年記念事業としてキャンパス整備を以下の項目について検討・実施しました。 

① 実習教員室の移設 

② 管理棟の移設 

③ 就職情報センターの更新 

 

９．寄付金募集 

     50 周年事業実施のための寄付金募集を以下の通り実施しました。 

     引き続き平成 29 年 9 月 30 日まで募集します。 

     期間：平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 30 日 

     企業 93 社 4,400,000 円、個人 76 名  915,000 円  合計 5,315,000 円 

      

１０．自己点検評価 

     新潟工業短期大学との相互評価を受け、指摘に対する改善に取り組みました。 

 

１１．地域連携 

     公開講座の実施、学生ボランティアの推進等地域との連携を図りました。 

 

１２．学友会との連携 

     同窓生との更なる連携により、就職、募集活動の促進を図りました。 
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教育・事務体制改革の推進 

１．学科・専攻科の効率的教育指導体制の検討を行いました。 

２．ＭＳＥ学科の学外研修（実習）を見直し充実を図りました。 

３．事務の業務改善を一層進めました。 

 

経費の節減 

 

   予算執行段階においても経費の節減を図ると共に、教職員個々人が自覚を持ち節電・節水に努め

ました。 

 

（３）中日本航空専門学校 

  

地域連携・産官学連携強化による戦略的広報の展開 

 

中部圏における産官の航空人材育成への関心度の高まりに合わせて、岐阜県下の高校との更なる

連携強化と愛知県・三重県下の高校との連携の検討を進め、地元からの募集増加を図りました。また

新校舎建設と各学科の魅力を前面に打ち出した広報募集活動を行い、4年制大学を含む他校との差別

化を図りました。 

 

学生の能力、技量を見極め可能な限り引き上げる仕組みと教育指導の推進 

 

研修等を行いながらアクティブラーニングを推進しました。更には学校理念を具現化するための

全学生共通の教育・指導方針を再構築し、社会人として求められるマナー、躾の指導を行ないまし

た。 

 

「実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関」への移行準備 

 

文部科学省の中教審での基本方針にも示された「実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関」

（平成 31年春創設）への移行を視野に入れ、教育内容・方法、教員、施設・設備、質の保証システ

ム（情報公開、自己点検・評価、第三者評価）への質的対応を図りました。 

１．教育課程編成委員会での審議内容をより有効に活用するためのＰＤＣＡサイクルの構築。 

２．新たな高等教育機関への移行に向けての教育システム（教育課程表・教員研修）の整備。 

３．学校関係者評価委員会での審議内容を有効に活用するためのＰＤＣＡサイクルの構築。 

 

永続的な学校運営と財政的基盤の確立 

 

永続的な学校運営と財政的基盤を確立するために、第 5 次中期経営計画の着実な遂行と次の中期

経営計画に向けての具体的なグランドデザインの策定を行ないました。 
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１．新校舎での教育の円滑な開始と既存施設・設備の有効活用が行われるように教育全般に係る準

備を行ないました。 

２．航空整備科は新設コース（二整飛行機・タービン）がテストコースとして安定的に教育を実施

できるように管轄省庁と調整しながら、完成年度に向けて教育の準備を進めました。 

３．航空生産科は資格・検定教育の強化と合格者数の増加を図ると共に教育時間を有効活用した技

能・技術向上のための教育プログラムを作成、実施しました。 

４．エアポートサービス科はグランドハンドリングコースのインターンシップ実施とエアライン

ビジネスコースの教育内容の拡充、及び戦略的展開の検討を行ないました。 

 

事務業務の質の維持・向上及び量の効率化 

 

事務業務の質の維持・向上及び量の効率化を図るために必要・有益な能力の向上を奨励すると共に

業務改善や業務マニュアルの更新・作成を行ないました。 

 

社会人教育事業及び国際交流事業の整理と充実化 

 

社会人教育事業の需要と内容を精査し、今後の産官の動向を見極めながら、継続的に対応できるよ

うに合理化かつ効率化を実施しました。また、国際交流事業についても姉妹提携校との交流内容の整

理と充実化、及び付帯コースである留学研究コースやパイロット養成コースの見直しを図ると共に

新規留学・交流先の調整も行ないました。 

 

（４）法人本部 

 

   岐阜医療科学大学の改組転換計画の推進 

    予てからの懸案事項であった新学部設置の新たな候補地について、平成 31 年度開設に向け

て学校をリードし校地・校舎取得交渉及び各種調査業務等設置申請に必要な準備業務を計画的

に実施しました。 

 

中日本航空専門学校新校舎建設の管理 

新校舎建設に関して、学校と意思疎通を図りながら当初計画通り平成 29 年１月末竣工のた

めの進捗管理を行いました。また投資額が多額となることから計画変更による追加工事による

支出には留意しコスト削減に取り組みました。 

 

第５次中期経営計画の見直しと収支改善 

第５次中期経営計画について各部門の改組転換を含む教育改革および施設設備等投資計画

の実施を管理し、事業案件毎に適宜弾力的な見直しを提案しその達成に努めました。また今後

新校舎及び新学部開設等多額の資金が必要となることから、28 年度部署予算を管理し経費削

減を図りました。 
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新たな広報展開・国内留学生募集強化 

     中日本自動車短期大学広報部と綿密に連携し、費用対効果を念頭に新たな戦略に基づく具体

的数値計画（国内留学生募集を含む）を策定しました。 

    

(株)JICベトナムの事業再構築 

     学園出資の合弁会社は様々な要因から本来の目的を達成することが出来ず、現状での継続は

困難な状態となりました。このことを踏まえ今後のベトナム事業の在り方を検討し達成可能な

事業計画を策定し方向性を明確にしました。また主たる業務であるベトナム留学生募集に関し

ては、中日本自動車短期大学と綿密に連携し情報共有を図りつつ、留学生紹介事業で実績を挙

げました。 

 

業務改善・能力向上の促進 

・各部署に於ける事務業務の効率化を図り生産性を高めるための改善を具体的に実施しました。 

・職員の専門能力向上・スキルアップを図るための取り組みを推進しました。 

 

２－４ 対処すべき課題 

 

平成 28年度は平成 26年度から平成 30年度までの第五次中期経営計画の中間期に当たる年でし

た。同計画については岐阜医療科学大学大学院の設置までは順調に履行されましたが、同大学の改

組及び新学部開設に必要な財源確保の観点から、計画の一部変更、中止及び部門収支の下方修正等

を余儀なくされています。これらの状況を鑑み、平成 29年度は平成 28年度から平成 37年度を期

間とした長期経営計画案を策定します。 

学園及び中日本自動車短期大学の創立 50 周年を迎える本年度は、100 周年に向けてのスタート

の年でもあります。次の 50 年へと繋げるためには、長期経営計画に掲げる事業案件毎の PDCA を

余念なく繰り返し適宜弾力的な見直しを実施することはもちろんのこと、平成 29年度についても

事業案件毎について予算執行段階で精査することを怠らず、健全な収支状況を継続していかなけ

ればなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


